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業務用ボイラにおけるエタノール燃料の普及について

１．エタノール混焼方法別の対応方向の整理

・ 業務用ボイラにおけるエタノール混焼への対応方法としては、ボイラに新たにエタ

ノール供給系統を追設してエタノール混焼を行う 2系統燃料供給方式と、予めエタ
ノールと灯油・重油を混合した燃料を従来の灯油・重油の替わりに利用する１系統

燃料供給方法が挙げられる。

・ ２系統燃料供給方式については、設備対応の方法により、三流体バーナーによるエ

タノール混焼、エタノール用バーナーの追設、エマルジョン化による混合燃焼の 3
つの方式に分類される。

エタノール混焼方式

１系統供給方式
（エタノール予混合燃料系統）

２系統供給方式
（灯油／重油系統＋エタノール系統）

三流体バーナ

エタノール専焼バーナ追設

エマルジョン化混合燃料

エタノール予混合燃料

図 1　業務用ボイラにおけるエタノール混焼方法の分類

・ 業務用ボイラにおけるエタノール混焼方法別に技術面、経済面、制度面からみた対

応の方向を表 1に整理する。

資料 4
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表 1　業務用ボイラにおけるエタノール混方法別の対応の方向の比較

区　　分 ２系統燃料供給方式 １系統燃料供給方式

設備変更 ・ バーナー追加・交換、燃料系統の
追加、エタノール用タンク、ミキ
サー等の設備改造が必要である。

・ 三流体バーナー、エタノール用バ
ーナー追加、エマルジョン化混合
の三つの方法があるが、三流体バ
ーナーへの交換やエタノール用バ
ーナーの追加については、設備規
模のある程度大きいボイラに限ら
れる。

・ 既存設備で使用する場合には、バ
ーナーチップの交換等の部品交換
で対応可能とみられる。

メンテナンス ・ 改造部分については、メンテナン
ス等が追加的に必要となる可能性
がある。

・ 大規模な設備変更を伴わないた
め、ユーザー側での追加的メンテ
ナンス等は必要ない。

スペース ・ 新規のエタノール用タンクを設置
するスペースが必要である。

・ 新たに追加されるエタノール供給
系統（配管・ミキサー等）のため
のスペースが必要となる場合があ
る。

・ 追加スペースは必要ない。

技術面

設備材質 ・ タンク、燃料系統、バーナーはエ
タノール用のものが使用される。

・ 既存設備で使用する場合には、粘
度、潤滑性、シール性の面での影
響について確認する必要がある。

・ 混合状態でユーザー側に供給され
るため、貯蔵安定性が求められる。

経済面 ・ 設備改造を行う場合、機器購入及
び工事費が必要となる。

・ 混焼対応機器を新規購入する場合
は、改造に比べてコスト増加は抑
えられる。

・ 部品交換代で対応可能である。
・ 新規設備の場合は、追加コストは
発生しない。

制度面 ・ エタノール貯蔵により、危険物取
扱者が必要となる場合がある。

・ 設備改造が特殊な場合、ボイラ技
士によるメンテナンス等が必要と
なる可能性がある。

・ 消防法上の分類は予混合燃料の危
険物確認試験の結果によると考え
られる。
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・ １系統燃料供給方式で使用する予混合燃料に関する確認事項を以下に整理する。

表 2　１系統燃料供給方式のエタノール予混合燃料に関する確認事項の一覧
区　　分 確認事項

エタノール混合方法の検討 ・ 混合設備・装置の検討
→エタノールと灯油・重油の混合に適した設備（ミキサ
ー）について検討する

・ 安定化剤混合の検討
→混合状態を長期安定させるための安定化剤の種類及
び必要量について検討する

燃料性状の確認 ・ 粘度
→ポンプ昇圧、制御弁特性、チップ流量特性への影響に
ついて確認する。

・ 潤滑性
→ポンプ摩耗への影響について確認する。

・ シール性
→シール材への影響について確認する。

・ 引火点
→引火点の試験を行い、消防法上の分類を確認する。

ボイラ設備側での対応の確認 ・ 部品交換等に関する確認
→燃料性状の確認結果に基づき、既設ボイラで混合燃料
を使用する際に必要となる部品交換対応の有無等につ
いて確認する。
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２．業務用ボイラにおけるエタノール混焼の普及シナリオ

(1) ２系統燃料供給方式シナリオ案

① 導入シナリオ案

・ 既存の灯油・重油流通ルート、又は別の流通ルートにて純エタノールを需要側に販

売する。

・ 需要側では、灯油又は重油の供給系統に加え、エタノール専用供給系統を追設し、

ボイラに対して２系統で燃料を供給する。

② 留意事項

・ エタノールの流通ルートとしては、製油所・油槽所でストックされているエタノー

ルを専用ローリーで販売するルートと、新たに構築されることが予想されるエタノ

ール専用の流通ルートで販売する２つが考えられる。

・ 需要側の設備対応が必要となり、規模の大きいボイラを有する事業所での対応が中

心と考えられる。

図 2　２系統燃料供給方式におけるエタノール供給方法

燃料タンク

（灯油・重油）

ボイラ

【ユーザー】

エタノール

タンク

エタノール貯蔵
タンク

灯油／重油貯蔵
タンク

【製油所・油槽所】
※ 灯油・重油供給元と同一の場合も有り
【エタノール事業者】
・エタノール生産事業者
・エタノール輸入事業者　等

【製油所・油槽所】
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タンクローリー

灯油・重油

エタノール



5

(2) １系統燃料供給方式シナリオ案

① 導入シナリオ案

・ 国産エタノール及び輸入エタノールを製油所・油槽所にて灯油及び重油にブレンド

し、エタノール予混合燃料として既存の灯油・重油流通ルートにて需要側に販売す

る。

・ 需要側は、ボイラに対し１系統で燃料を供給する。

② 留意事項

・ 製油所・油槽所では、エタノール混合ガソリンの生産に加え、エタノール混合灯油・

重油を生産することになるが、エタノール混合ガソリンと生産設備の共有化が可能

と考えられる。その場合、エタノール 10％混合ガソリン（Ｅ10）供給開始までの間、
生産設備の余力の有効活用が図れる。

・ 需要側の対応設備の負担が少なく、比較的小規模のボイラ・事業所での対応も可能

である。

図 3　１系統燃料供給方式におけるエタノール供給方法

灯油／重油貯蔵
タンク

エタノール
貯蔵タンク

混合

ユニット

タンクローリー

燃料タンク ボイラ

【製油所・油槽所】

【ユーザー】

灯油・重油

エタノール

エタノール混合灯油・重油
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(3) 燃料の普及シナリオ

・ 業務用ボイラにおけるエタノール燃料については、灯油・重油からの都市ガス転換

を考慮しつつ、ボイラ機器の更新にあわせて導入を図る。

・ ボイラ等の実耐用年数を 15年とすると、毎年約 6.7％のボイラ等設備が更新される
ことから、更新によって新たに設置されたボイラが消費する灯油・重油を対象とし

てエタノール燃料の普及を行う。

・ E3と同じように 2004年度に一部地域においてパイロット事業を実施し、混焼方法
に応じた技術面等での対応の手法を確認し、その結果を評価して 2005 年度以降に
普及拡大を図ることが考えられる。

・ エタノール供給量に左右されると考えられるが、ここでは 2005 年度以降について
は、ボイラの更新が終わる 2019 年度を目処として段階的な普及拡大を図ると想定
する。

・ 業務用ボイラのエタノール混合灯油・重油の普及のイメージ及びエタノール消費量

の計算値を図 4及び表 3に示す。なお、灯油・重油を燃料とする業務用ボイラのう
ち、特に天然ガスを主成分とする都市ガスの供給区域内に設置されているものにつ

いては、設備更新の際に都市ガスへの燃料転換が図られていくことから、エタノー

ル燃料の普及の際には、あわせて都市ガス転換を推進することが重要と考えられる

（図 5）。

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

燃
料

量

灯油・重油消費量

混合燃料導入対象量
（2004年度以降の
更新ボイラ利用分）

エタノール混合燃料
導入量

（
パ
イ
ロ

ッ
ト
事
業
の
実
施

）

　　　図 4　業務用ボイラ用のエタノール混合灯油・重油の普及のイメージ



7

表
3　
エ
タ
ノ
ー
ル
混
合
灯
油
・
重
油
の
導
入
対
象
量
及
び
エ
タ
ノ
ー
ル
消
費
量

年
度

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

灯
油
・
重
油
消
費
量

[万
kL

]
1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

9
0

1
8
1

2
7
1

3
6
1

4
5
2

5
4
2

6
3
2

7
2
3

8
1
3

9
0
3

9
9
4

1
,0

8
4

1
,1

7
4

1
,2

6
5

1
,3

5
5

1
,3

5
5

エ
タ
ノ
ー
ル
混
合
燃
消
費
量

[万
kL

]
対
象
量
の

2
5
％

2
5

5
0

7
5

9
9

1
2
4

1
4
9

1
7
4

1
9
9

2
2
4

2
4
8

2
7
3

2
9
8

3
2
3

3
4
8

3
7
3

3
7
3

対
象
量
の

5
0
％

5
0

1
0
0

1
4
9

1
9
9

2
4
9

2
9
8

3
4
8

3
9
8

4
4
7

4
9
7

5
4
7

5
9
6

6
4
6

6
9
6

7
4
5

7
4
5

対
象
量
の

7
5
％

7
4

1
4
9

2
2
4

2
9
8

3
7
3

4
4
7

5
2
1

5
9
6

6
7
1

7
4
5

8
2
0

8
9
4

9
6
9

1
,0

4
4

1
,1
1
8

1
,1
1
8

対
象
量
の
1
0
0
％

9
9

1
9
9

2
9
8

3
9
7

4
9
7

5
9
6

6
9
5

7
9
5

8
9
4

9
9
3

1
,0

9
3

1
,1

9
2

1
,2

9
1

1
,3

9
2

1
,4

9
1

1
,4

9
1

エ
タ
ノ
ー
ル
消
費
量

[万
kL

]
対
象
量
の

2
5
％

5
1
0

1
5

2
0

2
5

3
0

3
5

4
0

4
5

5
0

5
5

6
0

6
5

7
0

7
5

7
5

対
象
量
の

5
0
％

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

7
0

8
0

8
9

9
9

1
0
9

1
1
9

1
2
9

1
3
9

1
4
9

1
4
9

対
象
量
の

7
5
％

1
5

3
0

4
5

6
0

7
5

8
9

1
0
4

1
1
9

1
3
4

1
4
9

1
6
4

1
7
9

1
9
4

2
0
9

2
2
4

2
2
4

対
象
量
の
1
0
0
％

2
0

4
0

6
0

7
9

9
9

1
1
9

1
3
9

1
5
9

1
7
9

1
9
9

2
1
9

2
3
8

2
5
8

2
7
8

2
9
8

2
9
8

混
合
燃
料
導
入
対
象
量

[万
kL

]
（
2
0
0
4
年
度
以
降
の
更
新
ボ
イ
ラ
利
用
分
） 民

生
業
務
部
門
の

5
2
2

P
J

灯
油
・
重
油
消
費
量

（
1
,3

5
5
万

kL
）

民
生
業
務
部
門
の

2
4
9

P
J

*
1

3
6
3

P
J

都
市
ガ
ス
消

費
量

*
1
 都

市
ガ
ス
に
つ
い
て
は
、
空
調
用
、
給
湯
用
の
他
に
厨
房
用
を
含
む

*
2
 エ

ネ
研
長
期
見
通
し
に
お
け
る
商
業
用
都
市
ガ
ス
需
要
の
見
通
し
（
2
0
0
2
年
1
1
月
発
表
）

2
0
1
0
→

2
0
2
0
年

度

年
平

均
増

加
率

：
1
.6
％

*
2

（
2
0
0
0
年
度

比
約
1
.5
倍
）

2
0
0
0
年
度

2
0
2
0
年
度

一
部
は
都
市
ガ
ス
普
及
に

伴
い
燃
料
転

換

2
0
0
0
→

2
0
1
0
年

度

年
平

均
増

加
率

：
2
.2
％

*
2

図
5　
業
務
部
門
に
お
け
る
灯
油
・
重
油
及
び
都
市
ガ
ス
の
消
費
量
実
績
と
都
市
ガ
ス
の
普
及
見
通
し



8

（参考）業務用ボイラにおけるエタノール混焼の CO2削減費用対効果の試算

(1) 業務用ボイラにおけるエタノール混焼の CO2削減費用対効果の試算結果

・ 一般的な業務用ボイラにおいて、エタノール混合重油を用いる場合の CO2削減に係

る費用対効果の試算を行った。

・ 試算の対象期間は業務用ボイラの耐用年数を考慮して 15 年間とし、期間中の CO2

削減効果の合計及び A重油の販売価格の変化分の総額を用いて試算を行う。
CO2削減効果：エタノール混焼による A重油消費量削減に伴う CO2削減量
CO2削減費用：エタノール混焼による A重油販売価格の変化分※

※ A重油 1L と等価の発熱量の A 重油混合燃料は 1.101L であることから、エタノール混焼に伴い灯
油・重油の販売量が増加する。このため、重油販売価格の変化分は、エタノールの価格との関係に

よるものに加え、このエタノール混焼に伴う重油販売量増加によるものも含めて試算を行っている。

※ ボイラの更新にあわせてエタノール混焼を開始するものとし、追加的な設備費用は発生しないもの

とする。

※ ここでは灯油・重油用エタノール流通設備に係る費用は計上していない。２系統燃料供給方式の場

合、エタノール混合ガソリン対応費用の一部が灯油・重油混燃用エタノール価格に転嫁されること

となる。１系統燃料供給方式の場合、灯油／重油へのエタノール混合設備等に伴う追加的な対応費

用が発生し、灯油・重油混燃用エタノール価格に転嫁されることとなる。

・ また、A重油から都市ガスへ燃料転換する場合についても CO2削減の費用対効果を

試算する。

・ 試算の結果は次のとおりである。

業務用ボイラにおけるエタノール混焼の CO2削減費用対効果：11,000円/t-CO2

・ なお、同一ボイラについて A重油から都市ガスへ転換する場合の CO2削減費用対効

果は 20,000 円/t-CO2となる。ただし、この計算値は、都市ガス価格を 50 円/Nm3

と設定した場合であり、大口需要家やコジェネのように、より低価格で契約される

場合は考慮されていないものである。
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(2) 業務用ボイラにおけるエタノール混焼の CO2削減費用対効果に係る試算条件

○ 発熱量及び CO2排出源単位

　A重油発熱量：31.1MJ/L、エタノール発熱量：21.1MJ/L、
　都市ガス発熱量：46.1MJ/Nm3

　A重油 CO2排出源単位：71.2g-CO2/MJ、都市ガス CO2排出源単位：51.3g-CO2/MJ

○ ボイラ機器設定
・ 業務用ボイラ規模については、簡易ボイラの規模（0.1～1t/h）や小型貫流ボイラの
規模（1～2t/h）を踏まえて、設備能力 1t/hとした。

・ ボイラ効率については 85％とし、年間 1,750時間稼働するものとした。

表 5　業務用ボイラの設備諸元及び稼働時間の設定
項　　目 設定値 備　　考

ボイラ能力 1 t/h 簡易ボイラ・小型貫流ボイラの規模を想定

（kW 換算能力） （630 kWt）
ボイラ効率 85 ％ 一般的なボイラ効率

稼働時間 1,750 h/年 1,750ｈ/年=7ｈ/日×250 日/年

○ エタノール価格
・ エタノール卸売価格については、資料 2の E3の CO2削減に係る費用対効果の試算

条件を適用するものとし、2005年度から耐用年数の 15年後に当たる 2019年度の
価格を用いる。価格については、E3 普及の国産・輸入エタノール価格及び供給量
を用い、E3供給量中のエタノール価格からそれぞれの量で加重平均して算出した。

○ 重油価格及び石油税等
・ A重油小売価格は 30円/L（税込み価格 32円/L）に設定。エタノール 20％混合の場
合は、エタノールの卸売価格＋流通コスト（5円/L）※によりエタノールの価格を計
算し、これが 20％、灯油・A重油が 80％とする。
※ 国内エタノール流通コスト：5円/Lとして試算（運賃・貯蔵費用を含む）

表 6　各燃料価格の内訳(諸税除く)
単価

（円/L)
備　　考

原油価格 21 平成14年度A重油CIF単価(出所：財務省貿易統計)
販売費用 9 ローリー販売時の精製費・運賃・貯蔵費(出所：独立系ガソリンスタンド経営会社資料)

計 30
卸売価格 50～25 資料2における国産・輸入エタノール価格及び供給量を用い、E3供給量中のエタノールについ

てそれぞれの量で加重平均して算出（2005～2019年度）

販売費用 5 運賃・貯蔵費用(出所：独立系ガソリンスタンド経営会社資料)
計 55～30

A重油

エタノール
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○ 費用の算定方法
・ CO2削減費用については、通常、ある一定期間にわたる事業に関する費用便益分析

や費用効果分析に用いられる割引率を用いて、期間中の費用をすべて現在価値額に

換算して計上する。

（費用の現在価値額）

＝Σ｛（t年後に発生する費用）／（1+（割引率））t年｝－（設備の残存価値）

・ 評価期間は、設備等の耐用年数 2004年度を開始年度とし、15年後の 2020年度ま
でを評価期間とする。公共事業等における費用効果分析においては、通常、費用効

果分析の対象となる（社会）資本の耐用年数を考慮して評価期間を設定しているこ

とにならった。

・ 割引率については、通常、３％～５％と設定されることが多いと考えられるが、国

土交通省の事業評価手法検討会等で示されている「公共事業の費用便益分析に関す

る技術指針（仮称）案」において、公共事業評価の費用便益分析に用いる割引率を

全事業で 4％を適用するものとしていることにならい、エタノール混焼の費用対効
果の試算においても割引率を 4％に設定する。

○ 都市ガスに係る試算条件
・ 都市ガスの発熱量、CO2排出源単位、価格については次のように設置した。

　都市ガス発熱量：46.1MJ/Nm3

　都市ガス CO2排出源単位：51.3g-CO2/MJ.
　都市ガス価格：50円/Nm3（ボイラ使用時の業務用契約を想定して設定）

・ ボイラ機器諸元及び稼働時間については、エタノール混合燃料使用時と同じ条件と

した。

・ なお、エタノール混合燃料使用時と都市ガス使用時の年間当たりの燃料消費量及び

CO2削減量は表 7のとおりである。

表 7　エタノール混合燃料使用時と都市ガス使用時の燃料消費量及び CO2削減量の比較

燃料消費量 131 [kL/年] 113 [千Nm3/年]
CO2削減量 37.5 [tCO2/年] 75.8 [tCO2/年]

都市ガスエタノール混合燃料


